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議論 のポイント 
地方分権化が進められていく中で、地方財政の姿も大きく変

わろうとしている。権限と責任を国から地方へ移すということ

で、交付税と補助金を大幅に削ると同時に、税源も地方に移譲

するという措置がとられている。

地方分権を進めていくという原則に異を唱える者は少ない。

しかし、現実に起きている動きを見ると、その実態は必ずしも

楽観できるものではない。夕張市の破綻に象徴されるように、

多くの自治体の財政は深刻な状況にある。また、岐阜県の裏金

問題や、福島県・和歌山県などの談合問題で知事が逮捕される

事態に陥ったことなどからも、自治体の財政運営が必ずしも適

切な形で動いていないことが想像される。

この号では専門家の方々にそれぞれの立場から地方分権や地

方財政の現状やあるべき姿について論じてもらった。これを受

けて、この項では「なぜ地方分権を進める必要があるのか」と

いう原点を再度確認し、その上で現状の地方財政のどこに問題

があるのかという点について整理してみたい。

戦後の日本は「国土の均一なる発展」というスローガンに象

徴されるように、中央集権的政策運営、国から地方への補助金

などを通じた管理が行われてきた。右肩上がりの経済成長によ

ってもたらされた潤沢な税収、先進国へのキャッチアップのた

めに計画的なインフラ整備が求められたことなどが、そうした

政策運営を後押ししてきた。このような政策運営が大きな転換

を求められているのだ。

本誌４頁で神野氏が指摘するように、「政策目標を“成長優先”

から“生活重視”へと転換させなくてはならない」という視点

は重要である。神野氏によると、「地方分権を推進して、中央政

なぜ地方分権なのか

●地方分権化の動きは、戦後60年の日本社会の動きを転換

させる大きな流れの一つとして位置づけることが重要で

ある。「なぜ地方分権化を進めなくてはいけないのか」と

いう点について原点に戻って考えることで、地方財政の

あるべき姿について見えてくる面があるはずだ。

●地方財政は決して好ましい状況にはない。破綻した夕張

市に象徴される自治体財政の悪化の現実、度重なる県に

おける裏金や談合の問題など、自治体のガバナンスが問

われている。地方財政改革には、ガバナンスの視点が入

らなくてはいけない。

●自治体組織は、国からの財政移転を消化する「消費主体」

から、財源確保も含めて効率的に行政サービスを提供す

る「生産主体」へ変化することが求められている。その

ような生産主体としての自治体の行動をガバナンスする

メカニズムとして、自治体間の競争を促す「退出」のメ

カニズム（ティボーによる「足による投票」）と、住民の

声を自治体運営に反映させる「声」のメカニズムの両方

の強化が必要である。そのためには、歳出と歳入の両面

で地域の自由度を増すことが前提となる。

●これまで行われてきた国から地方への税源や権限の移譲

は、数字の上だけでの調整という域を出ていない。上で

述べたようなより有効な地方分権の仕組みを確保するた

めにも、さらに踏み込んだ地方財政制度の改革が必要で

ある。

地方財政の課題
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地方財政の課題

経済学の世界でよく取り上げられる概念に、ティボーという

学者による「足による投票」というものがある。この考え方に

よると、人々は成果を上げる自治体を選ぶという自由度を持っ

ている。たとえば、企業は企業支援を行ってくれる自治体に工

場や事務所を出そうとするし、高齢者は福祉政策の手厚い自治

体を選ぶ。子供を持つ親は優れた教育制度を持っている自治体

を選ぼうとする。このような人々の選択が自治体間の競争を促

がすことは好ましいという考え方である。

現実には、他の地域に転居するということは簡単なことでは

ないかもしれない。しかし、いろいろな側面で比較されること

は、自治体の経営を改善する上で有効に働くはずである。その

ための財源と権限の移譲であり、地域間競争によるガバナンス

のメカニズムは重要である。

経済学者がよく使う議論をもう一つ紹介しよう。「声か退出

か」という概念である。自分の住んでいる自治体が好ましくな

いと思うときに他の地域に移ることを「退出」と言うのに対し、

自治体に対して改善の声をあげることが「声」のメカニズムで

ある。社会の組織運営を改善するためには、すべてこの「声と

退出」のメカニズムが働いている。自分の働いている職場に問

題があるとき、他の会社に転職するのが「退出」であり、組合

や役員の会議などを通じて改善を促すのが「声」である。

自治体のガバナンスのメカニズムとして、ティボーの「足に

よる投票」は「退出」のメカニズムであるが、当然、「声」の

メカニズムの方が重要となる。好ましくない自治体の首長を選

挙で落としたり、日々自治体の活動を監視する活動など、「声」

のメカニズムがより有効に働くようにすることが重要となる。

府による現金給付ではなく、地方自治体が教育・福祉・医療と

いうサービスを給付することによって、国民の生活を保障しよ

うとする方向へ転換していくこと」が国際的な潮流である。こ

れは８頁で林氏が指摘する、「財政収支バランスが至上命題で

あった“消費主体”としての行政改革ではなく、“自治体は行政

サービスの生産主体である”という視点から」の改革が必要で

ある、という点とも深く関わっている。

重要なことは、こうした方向で日本の地方分権化が正しく行

われているのかということだ。数字の上だけで財源や権限を地

方に移管するだけの地方分権化では、これまでの制度の中に隠

されていた矛盾が表面化するだけで、自治体の経営はさらに厳

しくなるだけである。林氏が指摘するように、「国から地方へ

の交付税や補助金の財源移転は、……地方側のモラル・ハザー

ド（倫理の欠如）による国への過大な要求と財政支出膨張の原

因となり、財政責任をともなった地方行財政運営を妨げる」も

のである。夕張市の破綻の事例などを見ると、財政責任をとも

なった行財政運営が自治体によって行われてきたとはとても考

えられない。

予算を消化する「消費主体」ではなく、行政サービスの「生

産主体」としての自治体の構築を目指すとすると、より好まし

い「生産主体」としての自治体運営を実現していくためのガバ

ナンス（統治）の問題が重要となる。そして、ガバナンスの仕

組みが有効に働くためには、自治体の行動の自由度が高まるこ

とが必要であるのだ。この点について少し述べてみたい。

ガバナンスの確保
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く、「生産主体」としての自治体に対して有効なガバナンスの仕

組みを確保できるという次元の議論にしなくてはいけないとい

うことである。

地方財政の改革は自治体の経営の姿と深い関わりがある。夕

張市で起きた自治体の財政破綻の問題は、特殊な事例ではない

はずだ。企業のガバナンスにおいて破綻処理の手法や法制が重

要な位置を占めるように、経営困難に陥りつつある自治体の早

期是正や破綻処理の仕組みを強化することが緊急の課題になっ

ている。

平成の大合併と呼ばれる市町村の合併は、単に自治体を結合

するだけでなく、自治体の財政運営にも反映されなくてはいけ

ない。合併によってどのような財政効果が出るのか、あるいは

財政効果をより好ましいものにするためにはどのような自治体

の制度設計が必要であるのかさらに議論が必要である。

地方財政の改革は、潤沢な財政状況の中で行われているわけ

ではない。国・地方とも厳しい財政赤字が続く中での改革であ

る。国・地方の歳出の約六割が地方であるという事実からも、

日本の財政健全化の鍵を握っているのは地方財政の健全化であ

ることが分かる。残念ながら、地方財政の改革についてそのよ

うな国全体の財政健全化にどう取り組むのかという視点はあま

り見られないと言ってよいのではないだろうか。

以上のような様々な意味から、地方財政の改革はまだその途

に着いたばかりである。今後、さらに地方財政改革についての

論議が広がっていくことを期

待したい。
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（写真：乾 芳江氏）
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「地域のことはできるだけ地域で決める」という考え方は、

人々の生活圏に一番近い所にある自治体に自由度を持たせるこ

とで、この声のメカニズムがもっとも働きやすくなるというこ

とだろう。しかし、「声」のメカニズムでも、「退出」のメカニ

ズムでも、自治体の活動に自由度があり、住民に選択の余地が

出ることで、ガバナンスが十分に働くことが前提となる。

国政であれば、歳出面だけでなく、増税や減税などの歳入面

も、投票行動を決定する重要な要因となる。国民はこのような

トータルな財政運営主体としての政党や政治家を選択する。し

かし、残念ながら今の自治体の首長や議員の選挙においては、

歳入面は言うまでもなく、歳出面においても、政党や議員によ

って違いが出しにくい。自治体の課税自主権はきわめて限定さ

れているし、歳出面でも国全体の制度に縛られており地域の独

自性を十分に発揮することができない状況である。数字の上で

の財源の移譲と補助金の削減だけでは地方分権化が有効に進め

ることができない、という批判が多いのは、この点に深く関わ

っている。

以上のような視点から見れば、日本の地方分権化はまだその

途上にあると言わざるをえない。歳出活動に地方の自主性をど

こまで認めるのかという点はもちろん、自主課税権も含めて地

方への財源移譲をどう考えるのかということが大きな論点とな

る。上で述べた自治体のガバナンスの議論で言いたかったこと

の一つは、地方への財源移譲の話を単に地方の財政運営におけ

るお金の出入りのつじつま合わせの議論に終わらせるのではな

求められるさらなる改革
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地方財政の課題

社会の目標転換を図るような改革では、目標の転換が正しい

方向を向いているかを、絶えず問い続けなければ、歴史の迷路

へと迷い込み、社会的危機が深刻化してしまう。日本国民が地

方分権改革を推進しようと決意したのは、1993年（平成５年）の

地方分権推進に関する国会決議に遡ることができる。この国会

決議では、地方分権を推進する目的を、「ゆとりと豊かさを実感

できる社会」を実現することと、明確に謳っている。

「ゆとりと豊かさを実感できる社会」を実現するためには、政

策目標を「成長優先」から「生活重視」へと転換させなければ

ならない。「生活重視」となれば、国民の生活に身近な地方自治

体の役割を増加させる必要があり、地方分権改革に着手しなけ

ればならないと考えられていたのである。

こうした地方分権改革は国際的にも大きな潮流となっていた。

それは第二次世界大戦後に、先進諸国が挙
こぞ

って目指した福祉国

家の行き詰まりを、克服する道でもあったからだといってよい。

福祉国家とは市場の外側で、市場での敗者に現金を給付して生

活を保障する所得再分配国家だったということができる。

ところが、経済のボーダーレス化が進むと、所得再分配が困

難となる。高額所得を形成する資本所得が自由に動き回るよう

になると、現金給付と高額所得の課税との組み合わせによる所

得再分配は、当然のことながら行き詰まる。そこで地方分権を

推進して、中央政府による現金給付ではなく、地方自治体が教

育・福祉・医療というサービスを給付することによって、国民

の生活を保障しようとする方向へと転換していくことになる。

それだからこそ、世界的に地方分権推進の潮流が生じ、グロ

ーバル化とローカル化を合成したグローカリゼーションという

言葉も広まっていく。ところが、日本では地方自治体の役割を

増大させていく、地方分権の推進が進んでいない。

日本の地方分権は、機関委任事務の廃止と税源移譲が、車の

両輪にならなければならないといわれる。というのも、日本の

地方財政には「歳出の自治」も、「歳入の自治」もないからで

ある。機関委任事務によって中央政府は、地方自治体の首長に

「歳出」を指令することができる。しかも、日本の地方自治体

には、配分された行政任務に対応した課税権が配分されていな

い。つまり、補助金や交付税という中央政府からの財政移転に

頼らなければ、地方自治体は行政任務を遂行できない状態に追

い込まれているのである。

確かに、2000年の地方分権一括法で機関委任事務が廃止され、

「三位一体の改革」で税源移譲が曲
まが

り形
なり

にも実現した。しかし、

地方分権の目的である地方自治体の役割を増大させ、「ゆとりと

豊かさを実感できる社会」の実現という方向とは、まったく逆

方向に動いてしまったといってよい。その原因は、国の財政再

建のための口実として、地方分権改革が利用されてしまったか

らである。つまり、「三位一体の改革」をみても、交付税を５

兆円削減し、補助金を４兆円改革したにもかかわらず、税源移

譲は３兆円にすぎない。自由は与えるけれども、地方財政の規

模を縮小させ、役割の減少を図ったということができる。

そもそも地方分権の目的は、現金給付による所得再分配の限

界を克服することにあった。重化学工業を基盤とする福祉国家

であれば、女性が無償労働の担い手として家族内に存在した。

しかし、知識産業やサービス産業にシフトしていくと、女性も

社会的に進出をする。そのため家族内に無償労働で担われてい

た育児サービスや養老サービスを、地方自治体がサービス給付

して供給することに、地方分権の目的があったということがで

きる。

しかし、日本では地方自治体の役割を増大させるどころか、

縮小させている。女性の無償労働に代替するようなサービス給

付の不足は、直ちに社会に亀裂を走らせる。社会的病理現象や

社会秩序の乱れとなって、それは噴出することになる。

地方分権の次の一歩を、地方自治体の役割を増大させていく

方向で踏み出さなければ、日本社会は存亡の危機に陥ってしまう。

視点・論点

成長優先から生活重視へ

関与縮小から役割増大へ

神野直彦東京大学大学院 経済学研究科 教授

分権の舵
かじ
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地方分権を進めていく場合、国が地方にどこまで関与するか

と地方自治体はどうすれば自己責任のもとで自己決定できる

か、という２つの側面の問題を解決しなければならない。

国がどこまで関与し、関与する際どこまで保障するかという

点では、地方自治の貫徹という旗印のもと、国と地方は対等な

関係を構築するために、権限と責任をそれぞれ分担する必要が

ある。つまり、国が100％の権限と責任を担う事業（法令です

べてを定める事業）については、財源も100％国が保障すべき

である。逆に、こうした事業以外の補助金は全廃し、税源移譲

対象とすべきである。また、国が地方に実施を依頼する事業で

は、国は法律でその実施の必要性を定めるに留め、事業実施の

権限と責任および財源調達はすべて地方に委ねるべきである。

もちろん、地域間の経済力や財政力の違いの是正に国が全く

関与しないわけにはいかないが、その際の財源保障・財政調整

に関する国の関与は、原則として、財政需要の積み上げと収入

との差額によるのではなく、一人当たり税収などの収入保障に

よるべきである。ただし、面積要件、あるいは離島や産炭地域

などの特段の配慮が必要な地域には特別な関与がなされること

は容認すべきである。なお、従来行われていた地方債発行に対

する暗黙的な政府保証という関与は廃止すべきである。

こうして健全な地域間競争を進めていくならば、当然、それ

を監視するために、債務残高あるいは一人当たり財政需要が著

しく高い地方自治体に対して、その再建・再生を目的として、

歳出抑制、地方債発行抑制、増税等の勧告・命令を発動できる

ようにすることも必要である。そうした権限を有する第三者機

関（自治体財務監査・再建検討機関）を設置できるよう、自治

体再建法制を早急に整備すべきである。

では、どうしたら地方自治体は自己責任のもとで自己決定で

きるようになるのであろうか。自己決定の一つである課税自主

権については、主要な地方税目は法律で定めるとしても、税率

や課税標準の決定は基本的には自治体に委ねるべきである。ま

た、補助事業は基本的には廃止し、歳出内容はすべて自治体で

独自に決定できるようにしなければならない。さらに、地方債

の発行は完全自由化するとともに、市場化を図ることも必要で

ある。

自己責任の面では、自治体は関連団体も含めた連結ベースの

財務状況を定期的に報告すべきである。また、国は都道府県、

都道府県は基礎自治体の財政運営および財務状況を常に監視

し、問題があれば直ちに第三者機関（財務監査・再建検討機関）

に報告し、地方自治を一時的に制限することになっても、勧

告・命令といった早期是正措置が発動できる体制を整備すべき

である。さらに、この第三者機関の勧告・命令に従わず、利払

いが不能となった場合、早期是正発動前４年間の当該自治体の

管理職職員・議員・住民に債務返済を要求できるように法整備

を進めるべきである。つまり、最終的な自己責任は自治体の意

思決定に関わった全ての人々にあるとすべきなのである。

視点・論点

国の責任と地方の責任

地方自治体の自己責任とは

跡田直澄慶應義塾大学 商学部 教授

今後の地方分権のあり方



6

地方財政の課題

わが国の地方財政は、バブル経済崩壊

後の不況による税収減、景気対策として

の歳出増などによって著しく悪化した。

2004年度末現在、地方債残高は140兆

7516億円、債務負担行為は12兆301億円

に膨れている。将来への備えである積立

金13兆351億円（これも近年、取り崩し

によって減少傾向にある）を差し引いた

純債務残高は139兆7466億円、対一般財

源（地方税や地方交付税など、借金返済

に利用可能な財源）比率で265％であり、

1990年度の93％から大幅に上昇している

ことがわかる（図表１）。地方公共団体を

個別に見ればさらに厳しい状況に陥って

いるところもある。

持続可能性すら危ぶまれるこうした厳

しい状況下にあって、地方公共団体は財

務状況の改善を行いながら、「限られた

資源を有効に活用することによる住民厚

生の最大化」を徹底することが求められ

ている。そのためには、「地方でやれる

ことは地方が」というヨーロッパ地方自

治憲章の根幹をなす「補完性の原理」を

踏まえた「自由」を地方に与え、一方で

地方の「責任」を強化するという地方分

権の推進と、その環境を活かした地方公

共団体の行動、具体的には「受益と負担

の連動」に配慮した地方税財政制度改革、

そして、効率性の達成やBest Valueの

実現を目指した地方行政改革が必要にな

ると考えられる。

2004年度における国と地方の歳入額を

見ると、国が48兆1029億円、地方が33兆

5388億円であるのに対し、歳出額は国が

59兆8958億円、地方が89兆9492億円とな

っており、歳入面では６：４（国：地方）

という比率が、歳出面では４：６と逆転

している。日本における歳入と歳出のギ

ャップは他の主要先進国と比較しても大

きく（図表２）、このギャップは地方交付

税や国庫補助負担金といった国からの財

源移転によって埋められている。財源移

転は国による地方のコントロール手段と

なると同時に、地方側のモラル・ハザー

ド（倫理の欠如）による国への過大な要

求と財政支出膨張の原因ともなり、財政

責任をともなった地方行財政運営を妨げ

る恐れがある。地方税の充実を図り、受

益と負担が連動する地方税財政制度を構

築することが不可欠である。

地方税の充実を図ったとしても、地方

公共団体間には経済力格差等を背景とし

た財政力格差は残ることになるため、地

方交付税の必要性はなくならない。しか

し、地方交付税の財源保障は真のナショナ

ル・ミニマムに限定しなくてはならない。

林 宜嗣関西学院大学 経済学部 教授

論点の背景

2．地方分権の推進
－地方税財政制度改革－

1．地方財政の現状と改革の
理論的背景

わが国の地方財政について
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◆図表１　地方財政における債務残高の状況 （資料）『地方財政統計年報』より作成。
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OECD諸国における地方税体系の課税

バランス（地方税を課税対象によって個

人所得、法人所得、消費、資産、その他

に区分）を変動係数によって調べると、

日本は0.58とOECD諸国の中で最も小さ

い（図表３）。これは日本の地方税体系が

多くの税目からなり、特定税目への偏り

が小さい構造となっていることを表して

いる。しかし、ブキャナン＝ワグナーが

指摘した通り、税源を分散するほど納税

者は租税価格（Tax Price）を認識しに

くく、財政支出の増大に結びつく可能性

があることから、税目を整理することで

簡素な地方税体系を構築することも検討

課題である。

地方財政規模（地方税／GDP）の関

係を見ると、OECD諸国においては、地

方財政規模が大きくなると変動係数が小

さくなるが、地方財政規模がさらに大き

くなると変動係数が大きくなるというＵ

字型の傾向があることがわかった。これ

は、北欧諸国や連邦国家のように、地方

財政の役割が大きくなると、国と地方の

税源が重複していたのでは地方税の拡充

には限界があり、地方税としての租税体

系を国とは独立して確立する必要がある

ためである。今後、地方分権により地方

財政の役割が大きくなる日本では地方に

重点配分される基幹税目が必要であると

考えられる。

3．地方税の再構築

◆図表２ 主要先進国における歳入・歳出の割合

（注）日本は2004年度データ。その他の国は2003年度データ。

（資料）Revenue Statistics 1965～2004/OECDから作成。

◆図表３ OECDの地方税体系

（資料）Main Aggregates 1992～2003／OECD
General Government Accounts 1993～2004／OECDから作成。

（注）推計値の回帰式は以下の通りである。
変動係数＝1.7469–16.393（地方税／GDP）＋102.5（地方税／GDP）2

（–2.58） （2.65） AdjR2＝0.149
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わが国の地方財政支出は1970年代の福

祉国家建設期に、「ナショナル・ミニマム」

の達成や「国土の均衡ある発展」の実現

という目標のもとに膨張した。その後、

景気が悪化すると財布の紐がきつくなる

が、景気が回復し税収が増加すると財布

の紐が緩むという、「マキシマム型」とも

言える財政運営を続けてきた（図表４）。

これまでにも地方公共団体は財政悪化に

直面する度に行政改革に取り組んできた

が、大きくなりすぎた「行政の守備範囲」

は手つかずのまま、財政収支バランスの

改善を狙いとした事業の先送りなど、対

処療法的手段が中心であった。

今後、限られた財源の中で地方公共団

体が効率的に施策を展開していくために

は、今までのような財政収支バランスの

確保が至上命題であった「消費主体」と

しての行政改革ではなく、「自治体は行

政サービスの生産主体である」という視

点から、「最小の経費で最大の効果」を

実現できる改革を進めていかなければな

らない。そのためには、事務事業そのも

のが必要であるかどうかを考え、必要で

あると判断された事務事業においては費

用負担のあり方を考えることによって受

益者負担の適正化を図るとともに、民間

委託など、低コストの運営方式へ移行す

ることによって、新規施策に充当できる

資源を作り出す必要がある。

林 宜嗣（はやし・よしつぐ）

関西学院大学大学院経済学研究科博士課程修了。

経済学博士。専攻は財政学、都市経済学。現在、政

府税制調査会、国土審議会等の委員。著書に『新・

地方分権の経済学』［2006］日本評論社、など多数。

4．地方行政改革
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◆図表４　地方財政の膨張 （資料）『地方財政統計年報』『国民経済計算年報』から作成。


